第２回講習会

公会計における財務4表作成業務と複式簿記

2009.7.28

船戸　明

【1】 公会計整備の必要性・意義

（1） 必要性－地方財政健全化法との関連

《附帯決議》

・地方分権の観点から、国の関与は必要最小限にとどめる

・指標の算出方法や基準の制定に際しては、画一的な基準とせず、地方六団体の意見を反映

・再生振替特例債についての措置を講じ、地方債残高の縮減に配慮

・弁護士・公認会計士の登用も含めた監査委員制度・外部監査制度の充実

・財務書類の整備促進措置を講じ、連結ベースでの資産・負債の状況把握及び統一的な地方公会計基準について早急に具体的な検討を進めること
・地方債の引受状況の実態開示

《結論》●資産の把握と、連結情報が重要です。

（2） 意義－総務省の見解（H20.5.21.総務省自治財政局　青木財務調査課長）

1 現金主義による会計処理の補完

2 公社・3セク等との連結を踏まえた会計の整備による全体的な財政状況の把握

3 コスト分析と政策評価への活用

4 資産・債務改革への対応

《結論》●行政スリム化のために、やはり資産の把握が重要です。

【2】 公会計改革の全体的取組　－浜松市の事例－

（浜松市公会計改革アクションプラン　H18.12）

　　　★財務書類は【作成】【分析】【活用】

（1） わかりやすく包括的な市財政の開示

（2） 新たな財政指標の導入

（3） 事業別・施設別バランスシート、行政コスト計算書の導入

（4） 新財務会計システムの導入

（5） 新公会計基準の反映

（6） 監査体制の充実

（7） マネジメントサイクルへの活用

（8） 公会計改革を通じた職員意識の改革

（9） その他今後の課題

　
↓

《結論》●公会計財務書類は、公会計改革の原点・出発点です。

【3】 公会計財務4表の全体像
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《結論》●「ストック」の財務書類と「フロー」の財務書類があります。

●最終的には、全てストック情報に反映されます。

（2） 導入初年度の流れ

《例》平成20年度に導入





《問》平成20年度末のストック残高はどのように求めますか？

《ヒント①》





《ヒント②》

・きのう、財布に10,000円入っていました。

・今日、1,000円使いました。　

《答》





　　　　　　①　　　　　　　　　＋　　　　　　　　　　＝


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②


　　①【誘導法】きのうの10,000円－今日使った1,000円＝今日の残高9,000円


　　②【棚卸法】今日の財布を調べたら9,000円入っていた。

《結論》●ストック情報の把握には、二通りあります。

●誘導法のためには、取引の記録が必要です（＝複式簿記）。

（3） 総務省両モデルとストック情報の把握

	
	基準モデル
	改訂モデル

	複式簿記導入
	あり
	なし

	期末BSの把握
	誘導法（期首残＋当期増減）
	棚卸法（決算統計の組替）

	導入初年度
	H20.4.1の開始残高の把握がポイント
	毎期、決算統計からの組替でBS残高把握


（4） ストック情報と資産の把握





　


《結論》

●開始時点では、そもそも金額情報を持たない自治体の資産を、どう計上するかが重要です。

●フロー取引については、現行制度の執行データから資産計上に関連する取引をいかに抽出するかが重要です。

●期末時点では、どの資産に、どのような評価（時価？減損？）を実施するかが重要です。

【4】 公会計財務書類作成の取組事例

（1） 各務原市－基準モデル－

1 全庁体制の構築



・財政課が取りまとめ（事務局）



・各部の主管課長を集めて説明会開催



・公認会計士による公会計勉強会の開催

2 推進体制



・財政課4名＋契約管理課（普通財産）＋情報推進課（システム）



・月2回程度のミーティング、全体では14回開催

3 具体的作業

	時期
	項目
	具体的内容

	H19.5
	キックオフ
	

	H19.7
	全庁体制の構築
	公会計勉強会　等

	H19.6～9
	財産データの把握、分析

執行データ、財産データ提供
	各原課への確認、ヒアリング含む。

システムより抽出

	H19.10
	開始BSなど財務4表の作成
	勘定科目設定　等

	H19.12
	財務書類の検証
	

	H20.2,3
	財務書類の分析、連結決算の内容分析
	

	H20.3
	財務4表公表
	


《結論》●全庁体制の構築、資産情報の把握、勘定科目の整理、連結財務書類作成、というのが一般的な流れです。

（2） 倉敷市－基準モデル－

1 具体的作業と作業時間

	項目
	内容
	作業時間

	開始BS作成
	(1) 作業方法の検討

(2) 保有資産の洗出し及び評価作業
	財政40人日、管財40人日

財政10人日、管財32人日

	H17年度のフロー(普通会計)について
	(1) 公有財産台帳とフローデータの突合

(2) 新台帳への登録

(3) 4表の作成
	財政5人日、管財9人日

未実施

財政7人日、電算5人日

	連結財務諸表の作成
	(1) 4表の作成


	20人日

	今後の運用について
	(1) 資産関係について

(2) 財務諸表について
	


《結論》●資産把握と連結に、大変な労力を要します。

（3） 浜松市－改訂モデル－

1 具体的作業と作業時間

	項目
	内容
	作業時間

	売却可能資産の評価
	(1) 台帳の現状調査

(2) 評価方法の検討　等
	財産管理担当課40人日

	不能欠損見込額
	評価方法の検討　等
	総務担当課5人日

	普通会計の将来負担
	
	財政課10人日

	財務諸表4表
	
	財政課20人日

	財務諸表の分析、開示資料の作成
	
	財政課20人日

	連結財務諸表
	
	40人日


【5】 財務書類三方式比較検討

	
	改訂モデル
	基準モデル
	東京都方式

	様式
	貸借対照表

行政コスト計算書

純資産変動計算書

資金収支計算書
	貸借対照表

行政コスト計算書

正味財産変動計算書

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書

	固定資産（初年度）
	売却可能資産：時価

以外：普通建設事業費の積み上げ
	現存固定資産を全てリストアップし、公正価値評価
	現存固定資産を全てリストアップし、取得価額調査、推計

	固定資産（継続）
	
	財務会計データより作成。事業用土地は再評価
	財務会計データより作成。

	台帳整備
	段階的に整備
	開始時に全て整備し、その後は継続的に更新

	作成負荷
	当初、軽微。段階的整備段階で負荷有。
	台帳整備、仕訳生成の負荷有。継続時は負荷減少。

	システムの必要性
	特に必要なし。
	変換プログラムが必要。
	リアルタイムで複式仕訳生成するシステム導入が必要。

	税収の取扱い
	純資産の変動
	収益


【6】 ヒアリングシート
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